
旧制度（売春防止法） 新制度（支援法）

売春防止法は「売春の恐れ」を前提としていましたが、新
法は女性が直面する多様な困難（性被害、家庭関係破綻、
貧困等）に対し、移行を尊重した支援を行ないます。

都道府県に設置され、相談、一時保護、医学的・心理的援助
を包括的に担う中核拠点となります。

困難を抱える女性を早期に発見し、専門的技術に基づいて
本人に寄り添った相談・援助を行います。

入所支援だけでなく、退所後の相談や、同伴する児童の
学習・生活支援も柔軟に行なえる体制へ移行します。

既存の枠組みでは救いきれなかった課題に対応します。

「女性の福祉の増進」 「人権の尊重・擁護」 「男女平等の実現」

法律の目的に明記し、誰もが安心して自立して暮らせる社会を目指します。

民間団体への支援

国等による財政的な支援や、対等なパートナーと
して「協働」する体制を整えます。


